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A．訳者序
　21世紀となり先進諸国はいずれも本格的な超高齢社会に突入するが，わが国は特に深刻であ
る。このため，高い高齢者割合の深刻さと重要性は，単なる社会保障制度だけではなく，政
治・経済・社会のあらゆる諸制度に浸透することとなる。
　その意味で，米国社会における「全米引退者連盟」（AARP；the　Association　of　American
Retired　Persons）の存在と活発かつ広範な超党派的活動実態は，政治問題を含め米国社会のあ
らゆる側面に及んでいる。その規模は会員数約35百万に及び，従来米国における最大規模の団
体であった労働組合を凌ぎ，さらには米国社会のみならず世界最大規模の団体に成長してい
る。このため，超高齢社会研究の一学徒である訳者には非常に興味ある研究対象であり，また
専門の社会保障（年金）政策の視点からも研究には不可欠な存在である。
　他方，超高齢社会突入にもかかわらず，わが国では「健全な引退者（高齢者）団体の結成・
育成・発展」が全く遅れており，非常に残念であり，一種別危機感さえ覚えざるを得ない。「健
全な超高齢社会の発展のためには健全な引退者団体の存在が必要不可欠であり，健全な超高齢
社会における社会保障政策の策定に対しては健全な引退者団体の見解が十分に反映されなけれ
ばならない」と，訳者は痛感している。われわれは，その緊急課題に対して早急かつ本格的に
取り組まなければならない。
　引退者（高齢者）により，非常に重要な公的年金政策に対して，「全米引退者連盟」（AARP）
はどのような政策を研究し，提案し，米国社会にどのような影響を及ぼしているのであろう
か。AARPの年金政策動向を知ることは，21世紀日本社会における健全な引退後所得保障政策
　（公私年金政策）の研究・策定・実施に対して非常に有益である。
　そこで，AARPの優秀な最高幹部に依頼して，「特別に日本人向けに，最新の公的年金政策に
関する論文を簡潔に執筆」して頂いた（なお，訳者は「全米引退者連盟」（AARP）の正会
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員）。
　ここにその内容を紹介し，超高齢社会突入にもかかわらずわが国では非常に遅れている「健
全な引退者（高齢者）団体の結成・育成・発展に対する一里塚を提供」したいと，訳者は考え
ている。本論文は，「わが国における初めての本格的なAARP年金政策の紹介」となるもの
と，訳者は確信している。
　一読すれば容易に読者が理解可能であろうが，「全米引退者連盟（AARP）の超党派的な公的
年金政策は実に堅実」である。他国の「引退者（高齢者）団体」には非常に多く見られる現象
である「受益者としての一方的我欲追求」などにはけっして走らず，「世代間および貧富間の連
帯性重視」という長期的展望に立脚している。現役世代の利害にも十分配慮しながら，21世紀
米国社会の在り方に対して実に真摯かつ着実に取り組んでいる事実が，読者には容易に判明す
るであろう。
　現役世代の支援と賛同なくして，高齢世代の長期的な経済的保障と安定性の確保などは在り
得ない。訳者はストックホルムで開催された3年に一度のISSA（社会保障担当官庁国際研究
機構）総会から昨日帰国したばかりであるが，この総会で「21世紀社会における国内的連帯
性・国際的連帯性の重要性が強く強調」されたのが特徴であった。
　AARPの年金政策に関しては一部に若干賛同しがたい点もあるものの，全般的には「わが国
の今後の公的年金改革に対しても非常に有益であり参考となる政策」であると評価できると，
訳者は確信している。人類の歴史において最も深刻な超高齢社会で生活しなければならないわ
れわれ日本人は，「他国の優れた制度を積極的に検討・導入して，健全な超高齢社会を構築可
能な社会保障政策の策定・実施」することに躊躇してはならない。その良き先例が，米国の
AARPの社会保障年金政策であろう。
　なお，執筆者代表のJ．ターナー博士は米国を代表する公私年金政策の世界的権威者であ
る。
　同博士は，米国政府高官から11コ0高官に転じた。そして，ILOが2000年5月に編集出版
した「世界初の本格年金政策体系書（約800頁）“Social　Security　Pensions　Development　and
Reform”」の4人の編集者の1人として，世界的に画期的な21世紀の社会保障年金政策を全世
界に向けて力強く提言し，各国の社会保障学者および政府関連官庁から世界的に強い注目を集
めた。その後，同博士は米国政府労働省高官を経て，現在AARPの年金政策担当顧問に就任し
ている。
　訳者はこのrI：LO年金体系書」の執筆を唯一の日本人として担当する機会を得た。このた
め，訳者自身が同書を「上・下2巻（約9GO頁）として目下翻訳中」であり，「上巻は今年11
月，下巻は来春に，発行予定」である。ぜひ，ご購読し，21世紀の年金政策に対する感心と研
鎖を深めて頂きたい。
　なお，訳者が主宰するISSA（社会保障担当官庁国際研究機構）学術会員「国際年金比較研究
会」は「国際年金セミナー」を開催して最新の国際的理論動向を一早く日本に紹介し，「21世紀
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日本社会日本における健全な年金政策の構築に対して，微力を尽くして」来た。
　「国際年金比較研究会」は，昨年5月にC．ギリオンILO社会保障局長を日本にご招待
し，日本労働研究機構・1：LO東京支局のご支援も得て有意義な年金講演会を実施し，日本人
専門家のみならず多数の外国大使館からも参加者を得た。
　さらに「国際年金比較研究会」は，「2001年12月17日（月）」にJ．ターナー博士をご招待し
て東京で「第7回国際年金セミナー」で開催するが，同博士は同セミナーにおいて「第1部：
米国社会におけるAARPの役割，第2部：AARPの年金政策（2001年7月19日発表の大統領諮
問社会保障委員会（the　President’s　Social　Security　Commission）中間報告書案の提示する年金
政策の内容，およびそれに対するAARPの批判的見解）」を発表予定である。
B．はじめに
　「AARP」は「全米引退者連盟」（Association　of　American　Retired　Persons）の略語であ
り，その会員資格は50歳以上p者であり，現役被用者と引退者の双方を含む。その会員数は現
在約35百万人に達し，全米労働組合員数よりも多く，全米の高齢者の利害を代表する最大規模
の組織であり，かつ世界最大の高齢者組織でもある。彼らは，成人した子供，子供の両親，祖
父母である。その構成メンバーの多様性の故に，AARPは会員の経済的保障に強い関心を有す
る。
　AARPは，非営利，超党派の組織である。それは，立法や消費問題に関する公的政策を唱導
し，会員が社会でボランティアとして活動することを支援し，かれらに対して広範なサービス
を提供している。それは，会員とその家族の経済的保障の基盤である社会保障年金政策および
職域年金政策を力強く推進している。
　米国の高齢者は膨大かつ多様性に富むため，彼らの利害に奉仕するための公的政策の策定お
よび推進は，非常に困難な業務である。このため，AARPは会員・非会員からアイデアを収集
し，地方支部と活発に交流し，立法のための調査やセミナーを開催している。
　このような活動を通じて，AARP全米立法委員会の25人のボランティア達は，理事会に対し
て提出する政策案を策定する。それらが理事会で決定されれば，AARPの公式政策となる。
C，社会保障（公的）年金政策
ﾄ国の社会保障（公的）年金制度とは，どのような制度なのか。誰が受給権者であり，何を
受給するのか，同制度の財政は，どのように調達されているのか。米国の社会保障年金制度が
抱える現在の問題点とは何で，それに対して「全米引退者連盟」（AARP）はどのような政策を
提起しているのか。本論文は，このような疑問に対する「全米引退老連盟」（AARP）の政策を
概観するものである。
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1．社会保障年金制度の概要
　「社会保障年金制度」とは「高齢・遺族・障害年金保険制度」（OASDI）の意味であり，全米
の大部分の市民に対する経済的保障の基盤を構成している②。
　その名称が示しているように，社会保障年金制度とは単なる引退者制度ではなく，家族保護
制度でもある。同制度は62歳以上の引退者とその家族に対してだけではなく，現役期間中に賃
金被用者（労働者）が死亡しまたは障害に陥った場合に，障害者となった被用者本人，その寡
婦や被扶養の子供に対しても所得保障基盤を提供するものである。賃金被用者の死亡，障害ま
たは引退に基づく財政的困窮は常に予想不可能であり，または防止不可能であるとの社会的認
識を，社会保障年金制度は具体化したものである。
　2000年に45百万人以上の者が総額約4，080億ドルを受給した社会保障年金制度の巨大な規模
とその複雑性のために，同制度の理解は紛糾し誤りやすい傾向にあるく3）。
　しかし，実質的には同制度の機能は実に単純であり，現役期間中に被用者とその雇用主が被
用者の賃金の一部を社会保障年金制度に対して各々拠出を行ない，被用者の引退，障害，死亡
の場合に，被用者本人およびまたはその家族が社会保障年金制度から年金給付を受給するもの
であるω。
　（1）受給権者
　380万人の子供を含め45百万人以上の者が，2000年において社会保障年金給付を受給してい
る。その詳細は，下記の通りである。
a．62％は，引退被用者
b．16％は，死亡被用者の遺族
。．11％は，障害被用者
d．11％は，引退または障害被用老の配偶者とその被扶養の子（5）
　（2）受給額
　引退の場合であれ障害の場合であれ，被用者に対する社会保障年金給付額は，社会保障年金
制度の適用対象となる被用期間，賃金，および引退年齢を考慮に入れた年金給付算定方式に基
づき決定される。全引退被用者に対する2001年の平均月額年金給付額は，845ドルである。その
他の年金給付額は，（図表1）のとおりである。
「（図表1）2001年のおける平均月額年金給付額
年金給付額の種類
全引退被用者
65歳以上の夫婦
2人の三二養子を有する寡婦
65歳以上の寡婦（寡夫）
全障害被用者
障害被用者，配偶者，および被扶養の子一人
（出典：
平均月額年金給付額
　845ドル
　1，410
　1，696
　811
　786
　1，310
SSA，　Annual　Statistical　Supplement　to　the　Social　Security　Bulletin，200L）
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2．社会保障年金制度の財政
　社会保障年金制度は，主として「連邦社会保険拠出法」（FICA）に基づく給与税を財源とし
ている。雇用主と被用者は，課税最高限度額（2001年は80，400ドル）まで被用者賃金の各6．2％
を拠出する。年金給付受給者3人のうち1人弱が～定の基準額以上の所得を有するため，その
年金給付額に対する課税も支払っており，社会保障年金制度の財政にさらに貢献している⑥。
法律に基づき，現役被用者，雇用主，および年金受給者が支払うこれらの税金の使途は，年金
給付額支給または同制度運営管理のみに限定されている。
　1999年3月現在，148．5百万人が社会保障年金制度適用の職務に従事していた。
すなわち，
a．138．9百万人が，賃金被用者としての納税者（統計上，自営業者を一部含む）
b．14．4百万人が，自営業者（統計上，賃金被用者を一部含む）
　年金給付の支給や同制度の運営管理に使用されなかった余剰金は，財務省により特別に発効
された利付き米国債に投資されている。「連邦高齢・遺族・障害保険信託基金」（OASDI　Trust
Funds）は，個人投資家が預金証券や債権を保有するように，有価証券を保有している（7）。
3．現在の政策課題：財源
　「連邦高齢・遺族・障害保険信託基金」（OASDI　Trust　Funds）信託委員会の「2001年年次報
告書」は，現行法の変更がなくても，2038年までぽ年金給付額を適時にかつ満額を支給可能で
あると予測している（8）
　しかし，2001年一2038年間に，年金給付支給に関するキャシュ・フローは変わらざるを得な
いであろう。社会保障年金給付の支出は，2016年に収入を超過することとなろう。その時点
で，同制度は年金給付支給のために，その投資運用に基づく収益を活用せざるを得なくなろ
う。2025年の初めにおいて，支出は投資運用収益を含む収入を超過するため，信託基金資産の
一部は売却を余儀なくされよう。その資産売却が継続すれば，2038年には「連邦高齢・遺族・
障害保険信託基金」は枯渇することとなろう。その時点において，課税収入は同制度支出のわ
ずか73％しか賄えない結果となり，他の新規財源がなければ，被用老はその年金給付額を適時
に受給不可能となるであろう。
4．社会保障年金制度改革とAARPの政策方針
　（1）概要
　社会保障年金制度財政の改善実施が早ければ早いほど，財政負担の痛みは少なくて済む」と
の社会保障年金およびメディケア信託委員会の2001年における予測に対して，ほとんどの専門
家は同意している⑨。
　現在における米国の社会保障年金制度に関する政策決定者たちの最大の関心事は，「現行社
会保障年金制度を維持するための行動を実施すべきか，それとも同制度を抜本的に改革して個
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人的投資志向の政策を導入するために再構築の行動を採用・実施すべきか」ということにあ
る。
　AARPの政策は，「政策提言書：2001年に対するAARPの公的政策」において，「将来世帯に
対する所得保障に関する社会保障年金制度的基礎基盤は，個人的投資から発生が想定されるよ
うな不安定な収益に依存すべきではない」と明確に述べられている〔1⑪。
　しかし，AARPは，現行の社会保障年金給付を満額かつ適時に支給するためにはいくつかの
改革が必要である事実もまた認識している。このため，AARPの重要な政策問題は，「多数の政
策選択肢およびその組み合せに基づき，現在成功しているこの家族保護制度の財政適健全性を
永続させるためには，どのような改革が可能であろうか」ということである。
　（2）AARPの政策
　社会保障年金制度改革に関する選択肢は，ほとんどの選択肢が単独では長期的財政健全化を
達成不可能であるため，包括的選択肢として提言されることが非常に多い。その「政策提言
書」においてAARPは，現在および将来の受給者に及ぼす影響の全般的バランス，AARPの原
則に対する調和，および社会保障年金制度への継続的公的支援に対する影響に照らして，この
包括的財政健全化策を評価しようとする意思を表明している。このため，単独の政策選択肢で
あればAARPが到底容認不可能なものであっても，他の選択肢との包括案となれば，　AARPは
受け入れる可能性があろう。
　包括的改革案を評価するために，社会保障年金制度に対するその政策策定の一つの指針とし
て活用可能な一連の原則をAARPは開発し発展させてきた。下記の「社会保障年金制度改革の
8原則」は，社会保障年金財政やその他の社会保障年金制度問題の改革に関する政策提言を
AARPが評価するための一般的基準を確立している。
　すなわち，「社会保障年金制度改革の8原則」は，次のように規定している。すなわち，「い
かなる社会保障年金制度改革に関する包括案も，
①一生涯にわたる年金給付額の保証を提供する安定した確定給付型年金制度として，社会保
　障年金制度を堅持しなければならず，
②現役期間における被用者の賃金水準と年数と，引退期間における受給年金給付額との間に
　一定の関連性を堅持しなければならず，
③皆年金制度を達成し，かつ社会保障年金制度に対して拠出しかつ受給資格を充足したすべ
　ての者に対する保証ある年金給付額提供を継続しなければならず，
④死亡，障害，および引退に基づく賃金喪失から被用者とその家族を保護すべき水準の年金
　給付額支給を堅持しなければならず，
⑤社会保障年金財政を賄うために特別に開発された労使双方拠出義務に基づき，同制度の財
　政的完全性と公平性を堅持しなければならず，
⑥低章金被用者へのより高い所得代替率提供を継続するための，低賃金被用者により有利な
　累進的年金給付算定方式を堅持しなければならず，
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⑦　インフレ進行に対応するために，完全インフレ・スライドに基づく年金給付額調整を毎年
　実施することを継続しなければならず，さらに，
⑧適切な早期引退年金給付額提供を堅持しなければならない（11）。
　（3）伝統的改革案：現行制度内での修正
　現行制度の枠内において，社会保障年金財政を長期的に安定化しようとする政策選択肢が多
数存在する。
　しかし，それら多数の政策選択肢は，
　①「拠出金（率）の引き上げ」，および
　②「年金受給額の削減」
という二つの基本的範疇に分類整理される。下記事項は，その実行可能性のいくつかを例示し
たものである。
　しかし，それらの及ぼす影響と望ましさは，けっして全部が均一ではない。いくつかの政策
選択肢は大きな問題解決策を提供するものではあるが，他の選択肢と比較して非常に多数の
人々に対して消極的影響を与えることとなろう。また，他のいくつかの選択肢は，他の選択肢
と結合すれば，より大きなまたはより小さな財政的影響を及ぼすこととなろう　そして，すべ
ての選択肢はもちろん調整可能なものである。AARPは，これら選択肢の多くに対して自らの
見解を既に表明している。
①増収策の選択肢は，下記事項を含む。
a．「連邦社会保険拠出法」（FICA）の給与税引き上げ
　2001年において，雇用主と被用者は課税最高限度額が80，400ドルである被用者賃金の6．2％
を各々負担し，社会保障年金制度へ拠出している。この課税最高限度額は，賃金上昇に基づき
毎年増加している。しかし，一般の賃金被用者と比較してこの最高限度額超の高額賃金被用者
が急潮に増加しているため，賃金総額に占める社会保障年金制度上の賃金ベースの割合は以前
よりも減少しているのが実態である。現在の社会保障年金制度上の賃金ベースは，賃金総額の
約86％であるが，歴史的には89－90％を占めていた。
　AARPの政策：社会保障年金制度に関する納税水準の従前水準までの引き上げを支持する。
b，社会保障年金受給額に対する課税額（率）引き上げ，または最低課税限度額の引き下げ
　全社会保障給付受給者の約3分の1に当たる14。5百万に達する社会保障年金受給者は，その
所得が一定限度額を超過している場合にその年金受給額に対する課税を2000年現在負担してい
る。一般的に，単身で所得が25，000ドル超の場合，および夫婦で共同納税申告する所得が
32，000ドル超の場合には，年金受給者はその年金受給額の一部または全部に対する課税を負担
している。この納税額の一部は社会保障年金財源となり，他の部分は「疾病保険信託基金」
（HI　Trust　Fund）の財源となる。政策決定者の一部は，この納税額の疾病保険信託基金財源化
の廃止を提案している。
　AARPの政策：年金受給額に対するいかなる増税にも反対する。
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c．以前は社会保障年金制度の適用対象ではなかった新規採用の州政府および地方公共団体公
務員の適用対象化
　米国の被用者のうち約90回目，社会保障年金制度に加入している。これには，私的セクター
の被用者，1983年後に採用された全連邦政府公務員（12）および州・地方公共団体のほとんどの
公務員を含む。しかし，州および地方公共団体の公務員の約30％は，一般被用者対象の社会保
障年金制度の適用対象とはなっていない。社会保障年金制度改革案の多数は，これらの州およ
び地方公共団体公務員の社会保障年金制度への吸収統合を提言している。この改革案は，社会
保障年金財政を改善するのみならず，雇用されている州および地方公共団体の公務員年金制度
からの保護の一部を財政逼迫から喪失しつつあるこれら公務員に対して社会保障年金制度から
の年金給付を支給することとなろう。
　AARPの政策：社会保障年金制度は，全被用者を適用対象とする皆年金制度でなければなら
ない。このため，AARPは，新規採用の州および地方公共団体公務員を伝統的に一般被用者を
適用対象としてきた社会保障年金制度の適用対象化とすることを支持する。
②　年金受給額削減策の選択肢は，下記事項を含む。
a．年金給付満額受給資格の67歳から68歳以上への引き上げ，および早期引退年金給付受給資
　格の62歳超への引き上げ
　年金給付満額受給資格は，現在段階的に（1938年前出生者に対する）65歳から（1938年以後
出生老に対する）67歳へ引き上げ途上にある。この満額受給資格年齢の引き上げは，同時に早
期引退の場合に被丁丁が受給可能な年金給付額に対しても影響を与える。旧社会保障年金法に
基づけば，62歳で引退した被用者の年金受給額は，65歳引退の場合受給可能な年金受給額の
20％減となる。この満額受給資格年齢の引き上げに基づき，早期引退者が受給する年金受給額
は，満額受給資格者が受給可能な年金受給額の80％から70％へ低下する。
　なお，コスト削減策としての満額年金給付受給資格年齢および早期引退年金給付受給資格年
齢の引き上げに対しては，反対する年金政策研究者も存在する。
　AARPの政策：適切妥当な早期引退年金給付額は今後とも62歳から受給可能を継続すべき
であり，そうでない場合には障害年金給付額を改善すべきである。
AARPの政策：現在実施中の年金給付満額受給資格年齢引き上げの効果影響が十分分析検
討されるまでは，満額受給資格年齢の更なる引き上げには反対する。
b．インフレ・スライドの削減
　社会保障年金制度が現在毎年実施している「生活費調整制度」（COLAs）は，消費老物価指
数の年間伸び率に基づく。このため，「生活費調整制度」は，インフレに対する引退者が受給す
る社会保障年金給付額の実質的購買力を維持している。この毎年実施の「生活費調整制度」の
縮小または再検討は，その巨額のコスト削減効果のゆえに，政策決定者の注目を絶えず集めて
きた。しかし，調査に基づけば，「生活費調整制度」の縮小は甚大な波及効果を及ぼし，年金受
給者は高齢化するにともない貧困化する結果となろう。
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AARPの政策：「生活費調整制度」（COLAs）のいかなる縮小には反対する。
e．38年就労に基づく年金給付額の算定
　引退被用者に対する現行の「年金給付額算定方式」は，被用者の最高賃金期間35年から算定
した平均賃金に基づいている。いくつかの改革包括案は，この算定期間を38年に延長すること
を提言している。
　この案は社会保障年金財政の改善には役立つであろうが，しかし平均年金受給額の約3％削
減を意味する。
　AARPの政策：「年金給付額算定方式」における算定期間35年の堅持を支持する。
　（4）非伝統的改革案：市場指向方式
　法律に基づき，信託基金が保有する責任準備金は，米国財務省証券に投資されている。同証
券の有利性は，リスクがほとんど存在しないことである。しかし，それが逆に不利益ともな
り，長期的なその平均投資運用収益率は，私的有価証券よりは低い。社会保障年金制度の長期
的財政不足問題全体を解決する手段として，増税に基づく収入増や年金受給額削減に基づく負
担減に依存するのではなく，現在信託基金が保有する責任準備金の一部を金融市場で投資運用
して運用収益を稼ごうとする社会保障年金制度改革案がいくつか提起されている。
　この市場指向方式は，一般的に「民営化」と呼ばれている。民営化とは，非常に広い概念で
ある。その最も，一般的にものは，下記の事項を意味する。すなわち，
　（1）社会保障年金制度の信託基金の受託老が，保有信託資金の一部を有価証券に投資運用す
　　る。
　（2a）社会保障年金制度の適用を受ける各個人が，社会保障年金税62％の一部を「引退用
　　個人勘定」に振り込む。または，
　（2b）　社会保障年金制度の適用を受ける各個人が，社会保障年金税に追加してさらに拠出を
　　行ない，「引退用個人勘定」に基づき投資運用する。
a．信託基金の投資運用
　現行法が規定するように信託基金の資金全額を政府証券に投資運用するのではなく，受託者
がその資金の～部を金融市場で投資運用することを提案する政策専門家も存在する。
　株式への投資運用は長期的により高い投資運用収益率を提供するため，一定水準の投資運用
を継続することにより，信託基金の財政的健全性を少しばかりまたは非常に改善することが可
能であろうと，彼らは主張する。
　受託者自身がこの投資運用を行なうことにより，個々の受給権者は金融市場の投資運用収益
率に左右されるのではなく，標準的年金給付額算定方式に基づき年金給付の受給を継続可能と
なうう。確かに，信託基金そのものは金融市場変動に影響を受けるであろう’が，その金額規模
が非常に大きくかつ長期的に投資運用されるため，個々の受給権者が金融市場の上下に翻弄さ
れるよりは非常に安定的に投資運用収益率を確保可能となろう。
　AARPの政策：信託基金が保有する責任準備金の一部の「財務省証券以外のもの」に対する
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投資運用の承認を，AARPは支持する。しかし，この政策は，安全装置確保の必要性に関して
特に注意を要する。「投資運用の分散に関する政策方針は，
（a）政治的影響から注意深く絶縁されなけれぼならず，信託基金の安全確実性が確保されるよ
うに構築されなければならず，
（b）投資運用収益率を最大化しながら，リスクを最小化しなければならず，さらに，
（c）金融市場，コーポレート・ガバナンス，経済成長，および生産性に対する干渉またはネガ
ティブな影響を排除しなければならない。」
b．「連邦社会保険拠出法」に基づく税金をすることによる引退用個人勘定に基づく投資運用
　民営化に関する他の提案は，個々の受給権者に対して社会保障年金税の一部（または全部）
を引退用個人勘定に振り込むことを承認するものである。この形態の民営化は，現行の社会保
障年金制度に対して二つの重要な変更を与えるであろう。第一に，この政策は，個々の受給権
者の所得ベースに基づく膨大な資金を金融市場の変動に晒すこととなろう。第二に，この政策
は，社会保障年金に関する財政問題をさらに悪化させる結果となろう。個々の受給権者の所得
の一部が社会保障年金制度年金基金から個人勘定に転用されれば，現行の高齢者に対する年金
給付を支給すべき財源がほとんど枯渇することとなろう。これほ，現在予測されているよりも
さらに早く社会保障年金制度が年金給付を支給不可能となる事実を意味する。
　AARPの政策：現行の給与税の一部を社会保障年金制度の一部代替のために流用する引退
用個人勘定制度に対して，AARPは強く反対する。引退に備えて個人貯蓄はもちろん強く奨
励されなければならないが，この個人貯蓄は「社会保障年金制度の保証された年金給付額の代
替としてではなく，これに追加するものとして」奨励されなければならないというのがAAR
Pの明確な政策である。
c．社会保障年金制度に対する追加策としての，引退用個人勘定に基づく投資運用。
　この民営化政策は，引退用個人勘定を創設しそれに対して社会保障年金税以上の個人拠出を
個々の受給権者に対して認めることにより，社会保障年金給付額に対する上乗せ年金給付額の
受給機会を個々の受給権者に提供するものである。この拠出金率は，社会保障年金税率に1－
2％追加することを被用者に対してのみ承認するものである。社会保障年金給付は被用者の引
退後所得の唯一の財源として創設されたものではけっしてないため，この追加拠出政策は，
個々の受給権者の追加貯蓄を奨励することとなろう。
　AARPの政策：一般歳入および個人拠出を財源とし，それに基づき社会保障年金制度の保証
された年金給付額に対する追加年金給付額を提供する引退用個人貯蓄制度の創設と拡張を，
AARPは支持し奨励する。
5　社会保障年金制度の将来像
AARPの社会保障年金制度の将来像に関する回答は，「肯定的」なものである。
社会保障年金制度はもちろん長期的財政問題を内包してはいるが，この問題はけっして解決
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不可能ではなく，また解決するための時間も十分ある。
　60年以上にわたり社会保険年金制度は，米国の被用者がその両親，子供たち，およびかれら
自身のために寄与貢献していることを約束し，確認し，証明してきた。米国の社会保険年金制
度は確固とした社会制度であり，米国の高齢老や障害被用者に対して保証された所得基盤を提
供し，さらに引退し，死亡し，障害となった被用者の配偶者や子供たちの尊厳と経済的保障を
確保してきたのであり，今後もそのように機能すべきであり，われわれはそのために今後さら
に努力すべきである。
D．職域（企業）年金政策
　米国において，引退後所得保障制度はしぼしば三本柱制度，すなわち社会保障年金制度，職
域（企業）年金制度，および個人貯蓄として特徴付けられている。AARPが指示してきた多く
の職域（企業）年金制度改革は，何百万人の米国被用者が引退後受給するであろう年金給付額
を改善してきている。
　これらの年金制度改革には，次のようなものが含まれる。すなわち，
①　被用者が将来の年金給付受給に対する法的権利を現役のより短期の就労期間で取得可能と
　なるように，受給権取得期間を短縮化した。
②社会保障年金給付額を考慮した職域年金給付額の算定方式に基づき，職域年金給付額が
　50％を超えて削減されないように，社会保障年金制度との職域年金制度のインテグレーショ
　ンを縮減した。
③雇用主が職域年金制度を創設・提供する場合，より多数の被用者が適用対象となるよう
　に，職域年金制度の適用対象基準を改善した。
④職域年金制度そのものや職域年金給付額に関して被用者がより良き情報を入手可能なよう
　に，ディスクロージャー基準を改善した。
　これらの職域年金制度改革に基づき，職域年金制度適用対象被用者数と職域年金制度平均年
金給付額が共に非常に改善してきた。
　AARPは，職域年金制度は保護されるべきであり，かつその普及率は拡大されるべきである
という基本的見解を有している。連邦政府財政赤字に関する短期的問題は，職域年金制度に対
する税制優遇措置のような長期的職域年金政策に影響を及ぼすべきではない。AARPは，職域
年金制度や職域年金給付額に対して現在提供されている保護を縮小するような法的改正に関し
ては強く反対する。AARPは，職域年金普及率の向上，とくに中所得および低所得の被用者
に対する普及率向上を促進する政策的努力を強力に支持する。
1　401（k）プラン
税法である内国歳入法に基づき創設された職域年金制度の一形態でその該当条文により401
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（k）プランと呼称されている制度において，被用者は一般的に同プランに拠出する場合にのみ
同プランの加入者となる。その普及率向上策として，連邦政府は被用者を自動的に401（k）プ
ラン加入者に登録し，他方被用者に対して脱退権を認める政策を承認した。伝統的に，職域年
金制度は被用者を自動的に加入者に登録するのではなく，被用者の加入申込みの意思表示を要
求している。AARPは401（k）プランが被用者を自動的に加入者に登録し，被用者に対して後
日脱退の選択権を付与する政策を奨励しているが，その理由は被用老を加入者として自動的に
登録する政策の方が被用者の同プランへの加入率を非常に向上させる結果となるためである。
被用者の具体的な意思表示が存在しなければ401（k）プランの加入者にはなれない場合と比較
すれぼ，被用者が自動的に同プランの加入者として登録される場合には，被用者は同プランの
加入者として継続的に留まる傾向が強く加入率が高まる。
　被用者の選択権が，401（k）プランにおいて重要な機能を有する。自動的に加入者として登
録されない通常の場合には，被用老は同プランに加入するか否かの選択権を有し，加入する場
合には被用者はまずいくら拠出するのか，次に投資運用ポートフォリオ構成を選択することと
なる。401（k）プランが提供する年金給付額水準決定における被用者の選択権の重要さに鑑み，
AARPは，若年期に貯蓄を開始し，定期的に拠出し，かつブルーデントリーに投資運用するこ
との重要性に関する金融教育を被用者に提供することを奨励する政策を支持する。
　AARPは，401（k）プランは加入者に対してその制度形態と加入者の個人勘定から徴収され
る手数料を開示すべきであるとの見解を有する。401（k）年金基金は基金プラン加入者の利益
のために存在するものであるため，AARPは，被用者，労組員を雇用する企業における労組代
表者，および引退者がすべて同基金の意思決定に関与すべきであるとの見解に立っている。
　いくつかの401（k）プランにおいて，加入被用者はその投資運用の一定割合を雇用主株式に
割り当てることを義務付けられている。しかし，各加入被用者はすべての投資運用リスクを負
担しなければならないため，加入被用者は雇用主株式を保有することを強制されるべきではな
いというのが，AARPの見解である。万一雇用主企業が財政破綻に遭遇した場合，雇用主企業
の株価は下落し，しかも加入被用者はその職さえ喪失する可能性が存在する。このようなリス
クの相互関連作用のために，雇用主株式は加入被用者にとり非常にリスクの大きい投資運用対
象となる可能性がある。
2．普及率（適用範囲）
　特定の形態の雇用主は，職域年金制度を創設・提供しようとはしない傾向にある。職域年金
制度を創設・提供しようとはしない雇用主の形態は，零細企業やパートタイム被用者を雇用す
る傾向が強い雇用主である。零細企業が職域年金制度を提供したがらない理由は，いくつか存
在する。第一に，職域年金制度の運営管理コスト負担がその理由の一つであると，かれらはし
ばしば指摘している。他の理由は，かれらの被用者は低所得被用者が多く，職域年金制度に加
入したがらない傾向が強いことである。零細企業による職域年金制度の創設・提供を奨励する
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ために，連邦政府は，大企業には適用されず専ら零細企業だけが利用可能な運営管理コストの
高くない選択肢を提供している。
　AARPは，職域年金制度の加入対象者をパートタイム被用者にまで拡大する政策を支持す
る。現在の職域年金法制では，就労時間が年間1千時間未満の被用者を職域年金制度の加入対
象者から除外することを雇用主に対して許容している。職域年金制度の普及率向上のために，
とくに低所得被用者に対して職域年金制度普及率を向上させる追加的政策を，AARPは支持す
る。零細企業が利用可能な職域年金制度に関する選択肢を政府機関がさらに一層広報宣伝する
ことを，AARPは支持する。
3．転職被用者に関する職域年金制度
　確定給付型職域年金制度においては，被用者が転職すれば，被用者はその年金資産を以前の
雇用主の元に残さざるを得ない場合が多い。被用者の年金給付額は，現役時代の給与水準に基
づき決定され，しかも転職すればその後のインフレに対する調整策は存在しないのが一般的で
ある。このため，転職後のインフレに基づき，被用者が受給する年金給付額の実質的価値は減
少する結果となる。AARPは，転職した被用者に対する受給権の実質的価値を維持するメカニ
ズムの開発を奨励している。
　確定拠出型職域年金制度においては，情況は異なる。一般的に，確定拠出型職域年金制度に
加入していた雇用主企業から転職した被用者は，個人引退勘定（IRA）にその年金資産を移
管可能であり，または課徴税を支払ったうえで年金資産の現金化も可能である。職域年金制度
における年金資産が現金化される場合，その全部または一部が引退後用貯蓄とは全く無関係な
目的に消費されることが多いのが実態である。前雇用主下での確定拠出型職域年金資産の個人
引退勘定（IRA）のような他の確定拠出型年金制度への移管は「自動的に実施」されるべき
であるとの見解を，AARPは採用している。さらにAARPは，転職した場合の限定的例外を除
き，被用者は確定拠出型職域年金制度の年金資産の現金化を禁止されるべきであるとの見解を
有している。
　一般的に，確定給付型職域年金制度に関する受給権付与期間および確定拠出型職域年金制度
に関する雇用主拠出金享受権付与期間は，5年である。しかし，被用者の拠出権は直ちに付与
されなければならない。米国における多数の被用者は或る雇用主の下で5年間勤続する前に転
職するため，AARPは前記の5年という付与期間は長すぎると判断してきた。このことは，被
用考に確定拠出型職域年金制度への被用者拠出金を誘引する効果を有する雇用主マッチィング
拠出金に対する場合にはとくに真実である。2001年の税法修正はこの雇用主マッチィング拠出
金に対する受給権付与期間を3年に短縮したが，この修正はAARPの主張に基づくものであ
る。
4．年金給付額
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　社会保障制度とは高所得被用者よりも低所得被用者の所得に対して相対的により寛大である
べきであるとの原則に基づき，雇用主が低所得被用者よりも高所得被用者の給与所得に対して
相対的により高い職域年金拠出金または職域年金給付額を支給する場合に容認される実務的対
策が，年金インテグレーションである。この対策は，低所得被用者に対する職域年金給付額を
削減する結果となるが，しかし給与所得に対する職域年金給付額と社会保障年金給付額の合計
割合は高所得被用者と低所得被用者に対してほぼ同一となる。雇用主が低所得被用者に対して
職域年金拠出金または年金給付額を削減可能な金額は，法律に基づき制限されている。
AARPは，社会保障年金制度とのインテグレーションに基づき削減可能な職域年金拠出金また
は年金給付額の範囲はさらに制限されるべきであるとの見解を採用している。
　「配偶者の職域年金制度に対する権利」を保護するために，他の形態での受給を容認する配
偶者の書面による同意が存在しない場合には，確定給付型職域年金制度に加入している被用者
はその年金給付額を「共生残生年金受給形態」（ajoint－and－survivor　annuity）で受給しなけれ
ばならない。他方，401（k）プラン加入の被用者は，自らの希望に基づきその年金資金を自由に
受給可能であり，配偶者の死亡前に自己が死亡した場合の配偶者の引退後所得保障を考慮する
必要性を有しない。このためAARPは，確定給付型職域年金制度に基づき提供される配偶者保
護制度が確定拠出型職域年金制度に対しても適用されるべきであるとの見解を採用している。
さらに，確定給付型職域年金制度から移管される年金資金を有する個人引退勘定に対しても，
配偶者保護i対策が創設されるべきである。またAARPは，「離婚の場合」における確定給付型
職域年金制度に対する配偶老の権利がさらに改善されるべきであるとの見解を有する。
　職域年金制度の遺族年金給付は，被用者の生存配偶者に対してのみ支給されるのが一般的で
ある。しかし，被用者の死亡に基づきその金銭二安定を阻害される他の被扶養者を被用者が有
する場合も，存在する可能性がある。このためAARPは，被用者の他の被扶養老が遺族年金給
付を受給することを容認する政策を支持している。
　「年金給付支払保証機構」（PBGC）は，確定給付型職域年金制度を創設運営している雇用主
が財政的にその年金給付債務を履行不可能な場合に，私的セクターにおけるほとんどの確定給
付型職域年金制度の年金給付額支給を保証している。AARPは，確定給付型職域年金制度の加
入者は積立不足債務に関して適切な情報提供を受けるべきであるとの見解に立っている。現行
の職域年金制度規正法（エリサ法）は，確定給付型職域年金制度の加入者は雇用主がその適切
な責任準備金積立を履行したか否かに関する情報を毎年提供されるべきであると規定してい
る。さらに，AARPは，確定給付型職域年金制度が生命保険会社から年金契約を購入した場
合，当該生命保険会社がその約束した年金給付額を支払不能となった場合には年金給付支払保
証機構（PBGC）の年金給付支払保証機能は当該年金契約に対しても適用されることを現行法
が規定しているとの解釈を採用している。さらに，AARPは，年金給付支払保証機構（PBG－
C）は生命保険会社により提供される年金契約を保証すべき義務を有することを明確にするた
めに現行職域年金制度規正法は修正されるべきであると判断している。またAARPは，生命保
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険会社から年金契約を購入する確定給付型職域年金制度は年金給付額喪失リスクから受給権者
を保護するために最も安全な年金契約提供者を選択しなけれぼならないとの現行規則の厳格な
適用を支持している。
5．職域年金受給権保護のための法的手続
　連邦労働省は，「職域年金制度規正法」（エリサ法）を適用すべき法的義務を有する。
AARPは，労働省は同法の適用を強化し，同法の諸規定をより適切に活用すべきであるとの見
解に立っている。そのためには，職域年金制度を強化するためにさらなる資金が労働省予算に
追加されることが必要となろう。またAARPは，労働省は加入者個々人を支援するための努力
を一層促進すべきであると判断している。パンフレットの発行，テレビによる公共サービスの
広報宣伝，およびその他の教育的努力をつうじて，労働省は職域年金制度加入者に対する教育
と情報提供をさらに強化すべきである。
　職域年金制度加入被用者の権利が，職域年金制度規正法（エリサ法）を解釈する連邦裁判所
の判決に基づき侵害されている。加入者が同法違反を証明可能な場合においてさえも，連邦裁
判所は加入者が受給可能な損害賠償額を少額に制限している。AARPは，忠実義務違反や年金
給付請求に関する訴訟で加入被用者が勝訴した場合には，加入者はその弁護士費用を請求可能
とすべく同法は改正されるべきであるとの見解を採用している。AARPは，連邦裁判所は職域
年金制度に関する書類の解釈を職域年金制度運営管理者の判断に依存するのではなく，自らが
直接判断すべきであるとの見解に立っているが，その理由は職域年金制度運営管理者は加入者
に対して公平な書類解釈提供を阻害する金銭的に相反する利害関係を有するためである。
6．年金資産の投資運用
　確定給付型職域年金基金の中には，「経済的目標投資運用」（economlcally　targeted
investments）と呼称される職域年金資産の投資運用に関心を有するものも存在する。このよ
うな投資運用は，低所得者層向け住宅建築のような社会的目的，または労働組合支持のような
政治的目的を支援するために考案されたものである。この形態の投資運用は他の代替可能な投
資運用と比較してリスクを増大させずまたは予想投資運用収益率を低下させない場合において
のみ実施可能であると職域年金制度規正法（エリサ法）は厳格に解釈されるべきであると，
AARPは判断している。
E．結論
　高齢米国市民の引退後所得保障制度に関する重要な論争の一つが，現在の米国に存在する。
それは，人々の引退後所得保障制度はどのように構築され，さらに連邦政府はどのような機能
を果たすべきかという問題である。社会保障年金制度は，特別層に精査吟味されなければならな
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い。
　被用細引退後所得保障制度において，社会保障年金制度はどのような機能を果たすべきであ
ろうか。現行の社会保障年金制度に，急激な改革を実施すべきであろうか。被用者は，自らの
引退後所得保障制度に対して強い自己責任を期待されるべきであろうか。社会保障年金制度が
改革される場合，職域年金制度はどのような機能を果たすべきであろうか。確定拠出型年金制
度は，従来確定給付型年金制度が提供して炉た引退後所得保障機能を提供可能であろうか。被
用者のコスト負担は，どのように変化するであろうか。このような改革や変化は，異なる世代
に対して異なる影響を及ぼすのであろうか。このような議論は，経済的，政治的，さらには個
人と国家の価値観に関するさまざまな問題を提起するのであろうか。
　本論文は，米国における社会保障年金制度と職域年金制度という複雑かつ重要な諸問題に関
する2001年現在におけるAARPの政策的思考方法と政策的指針を論述したものである。
（注）
（1）本稿は筆者2人の個人的見解であり，AARPの公式見解そのものではない。公式見解は，　AARP，
　The　Policy　Book：AARP　Public　Policies　2001（2001）を参照。
（2）　（訳者注）「米国の社会保障年金制度は職域別に複数種類存在」するが，ここでは市民の大部分を対象
　とする「一般被用者向け社会保障年金制度」を議論している。それが順次一元化されつつあり，AARP
　は完全一元化を政策目標としている。
（3）SSA，　Annual　Statistical　Supplement　to　the　Socail　Security　Bulletin　2001（2001）．のTable　5A，1参
　照。
（4）なお，2001年の課税最高限度額は80，400ドルであ．り，これは賃金上昇に基づき毎年調整される。
（5）SSA，　Annual　Statistical　Supplement　to　the　Social　Security　Bulletin　2001（2001）．参照。
（6）その課税の一部は，疾病保険（HD　Hospital　Insurance（HI）trust　fund信託基金に預託されている。
（7）同信託基金は，社会保障年金制度に関する税金が預託される財務省内に別勘定を保有している。
（8）The　Social　Security　and　Medicare　Board　of　Trustees，　The　2001　Annual　Report　of　Trustees　of　the
　Federal　Old　Age，　Survivors　and　Disability　Insurance　Trust　Funds’2001）．
（9）同上。
（1①　AARP，　The　Policy　Book；AARP　Public　Policies　2001，　Retirement　Income（2001）．
⑪　同上。
働　　（訳者注）財政悪化期に，r連邦公務員年金制度」を「一般被用者向け社会保障年金制度」に吸収統合
　して，世界的に注目された。
（主要参考文献）
1　AARP，　The　Policy　Book；AARP　Public　Policies　2001（2001）．
2　SSA，　Annual　Statistical　Supplement　to　the　Social　Security　Bulletin；2001（2001）．
3　Social　Security　and　Medicare　Board　of　Trustees，　Status　of　the　Socail　Security　and　Medicare
Programs；ASummary　of　the　2001　Annual　Reports（2001）．
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4　1LO，　Socail　Security　Pensions；Development　and　Reform（2001）
　　同書の翻訳は，同書執筆担当の唯一の日本人である訳者が「（ILO編著）社会保障年金制度：発展と改
革（上）」と題して，2001年12月に㈱法研から出版ずみ。下巻は2002年夏の見込み。
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